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ご利用者           様（以下、「契約者」という）に対する介護予防型デイサービスの

提供開始にあたり、当事業者が契約者に説明すべき事項は次のとおりです。 

 

１．事業者 

（１）法 人 名   社会福祉法人 フ ジ の 会    

（２）法人所在地     京都市伏見区深草泓ノ壷町３７番地の１ 

（３）電 話 番 号     ０７５－６４１－７７７７ 

（４）代表者氏名     理事長  砂 川 靖 子 

（５）設 立 年 月     昭和 ５７年 ８月 ２日 

 

２．ご利用施設 

（１）事業所の種類    指定介護予防型デイサービス 平成２９年４月１日指定 

（指定事業者番号 2670900162 号） 

（２）施設の目的       みやびのそのデイサービスセンターは、介護保険法令に従い、

契約者が有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営

むことができるように必要な日常生活上の世話等を行う事に

より、社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに契約

者の身体的及び精神的負担の軽減を図ることを目的として、

契約者に対し介護予防型デイサービスを提供します。 

（３）事業所の名称    みやびのそのデイサービスセンター 

（４）事業所の所在地    伏見区深草泓ノ壺町３５番地の１  

（５）電話番号       ０７５－６４５－５５３３  

ＦＡＸ番号     ０７５－６４５－２３３６        

（６）施設長（管理者）  北田 恵美子 

（７）当事業所の運営方針   

１ 契約者の意思及び人格を尊重し、常に契約者の立場に立った事業所サービスの提

供に努めるものとする。 

２ 明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び付きを重視し、市町村、地域

包括支援センター、居宅サービス事業者、その他の保健医療サービス及び福祉サ

ービスを提供する事業者との連携に努める。 

（８）開設年月    平成４年１０月 1日 

（９）通常の事業の実施地域 

   京都市伏見区（醍醐・淀・日野・小栗栖・久我・羽束師地区は除く） 

（10）営業日、営業時間及び利用定員    

営 業 日 月曜日～日曜日 ただし、12 月 31 日から 1 月 2日までの間は除く 

営業時間 
８：４５～１７：４５ 

（利用中止の連絡は、前日の１７：００迄にお願いいたします。） 

サービス提供時間 ９：００～１６：４５ 

利用定員 １日４０名 
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３．居室の概要  

 居室･設備の

種類 
室     数 備          考 

食  堂 １ 室 

利用者の全員が使用できる十分な広さを備えた

食堂を設け、利用者の全員が使用できるテーブ

ル、いす、箸や食器類などの備品類を備えます。 

機能訓練室 １ 室 

利用者が使用できる十分な広さを持つ機能訓練

室を設け、目的に応じた機能訓練器具等を備え

ます。 

浴    室 ２ 室 

一般浴（ろ過器、集毛器設置、使用後排水） 

特殊浴槽（チェアーインバス） 

※京都府レジオネラ症発生予防のための 

入浴施設の衛生管理に関する条例及び 

規則にそって対策を実施 

● 上記（浴室除く）は厚生省が定める基準により、通所介護事業所に必置が義務

付けられている施設・設備です。この施設・設備の利用にあたって、ご契約者

に特別にご負担いただく費用はございません。 

● 消火設備その他非常災害に際して必要な設備を設け、必要に応じて業者による

点検を実施しています。 

 

４．職員の配置状況 

  当事業所では、契約者に対して介護予防型デイサービスを提供する職員として、以下

の職種の職員を配置しています。 

 

〈主な職員の配置状況〉職員の配置基準は、指定基準を満たしています。通所介護との兼

務 

職   種 人数 

１．施設長（管理者） １名（他の事業と兼務） 

２.生活相談員  １名以上（サービス提供時間を通じて常時１名以上） 

３.介護職員  ６名以上（サービス提供時間を通じて常時１名以上） 

４.看護職員 １名以上 

５.機能訓練指導員 １名以上（看護職員が兼務） 

※生活相談員又は介護職員のうち１名以上は常勤とする。 

 

〈主な職種の勤務体制〉 

職   種 勤  務  体  制 

１．介護職員 日勤 ８：４５～１７：４５ 

２．看護職員 

日勤 ９：００～１６：４５ 

※他部署と連携を図り、原則として１名の看護職員が勤務

します。 

３．生活相談員 日勤 ８：４５～１７：４５ 
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５．事業所が提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、契約者に対して以下のサービスを提供します。 

 （１）利用料金が介護予防・生活支援サービス事業から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

（１）給付対象となるサービス（契約書第８条参照） 

   以下のサービスについては、通常利用料金の７～９割が介護予防・生活支援サービ

ス事業（以下、事業費とする。）から給付されます。 

＜サービスの概要＞ 

   ①送  迎 送迎車により、事業所とご自宅の間を行います。 

通常営業時間の利用の方を送迎します。 

②入  浴 見守りや直接介助により入浴を提供します。 

状況に応じて特殊浴槽を使用して入浴することもできます。 

    ③生活相談 センターの従業者はもとより、関係機関などと連絡調整し、生活の向

上を目指します。 

④排  泄 契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

 

＜介護予防型デイサービス基本料金＞ 

サービス提供時間 原則 3 時間以上 

入浴の有無  入浴あり 入浴なし 

月額（包括）報酬 

週 1 回 1 月 
１８７９円 

（１７９８単位） 

１６７０円 

（１５９８単位） 

週 2 回以上 1 月 
３７８４円 

（３６２１単位） 

３３６６円 

（３２２１単位） 

1 回当たり報酬 

週 1 回 1 回 
４５６円 

（４３６単位） 

４０６円 

（３８８単位） 

週 2 回以上 1 回 
４６８円 

（４４７単位） 

４１６円 

（３９８単位） 

加

算 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算（Ⅰ） 1 月 ９２円 （８８単位） 要支援１対象 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算（Ⅰ） 1 月 １８４円（１７６単位） 要支援２対象 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算（Ⅱ） 1 月 ７６円 （７２単位） 要支援１対象 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算（Ⅱ） 1 月 １５１円（１４４単位） 要支援２対象 

若年性認知症利用者受入加算 1 月 ２５１円（２４０単位） ※対象者のみ 

栄養アセスメント加算 1 月 ５３円 （５０単位） ※対象者のみ 

栄養改善加算 1 月 ２０９円（２００単位） ※対象者のみ 

口腔機能向上加算（Ⅰ） 1 月 １５７円（１５０単位） ※対象者のみ 

口腔機能向上加算（Ⅱ） 1 月 １６８円（１６０単位） ※対象者のみ 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 
1 回 

（6 月ごと） 
２１円（２０単位） ※対象者のみ 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 
1 回 

（6 月ごと） 
６円（５単位） ※対象者のみ 

科学的介護推進体制加算 1 月 ４２円（４０単位） 全ての利用者 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 1 月 所定単位数×９．２％×単価 全ての利用者 
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減

算 
事業所が送迎を行わない場合 片道 －５０円（－４７単位） ※対象者のみ 

（A）1 月の介護保険分負担額概算 （A）         円 

※地域区分 1 単位＝10.45 円で計算します。 

※表示金額は一割ご負担分の金額となります。二割負担の方は、上記の二乗の金額となり、

三割負担の方は上記の三乗の金額となります。 

※ご負担金額の計算方法につきましては月にまとめて計算いたしますので、ご利用回数や加

算の状況により若干変動する場合がございます。 

 

（２）事業費の給付対象とならないサービス（契約書第５条） 

   以下のサービスについては、利用料金の全額が契約者の負担となります。 

＜サービスの概要＞ 

① 食 事  

食材費・おやつ代として事業所では契約者の身体状況及び、栄養・嗜好を考慮

して、栄養士が献立を作り、食事を提供します。 

② レクリエーション、クラブ活動 

契約者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくことが 

出来ます。 

③ 複写物の交付  

契約者はサービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物必要

とする場合には費用がかかります。 

④ 日常生活上必要となる諸費用  

日常生活品の購入代金等契約者の日常生活に要する費用で契約者に負担いただ

くことが適当であるものにかかる費用（実費）をご負担いただきます。   

⑤ 領収書再発行手数料  

事業所では原則領収書の再発行を行っておりません。必要な方は再発行申込書

にて手続きいたただきます。 
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＜事業費の給付対象とならない料金＞ 

※経済状況の著しい変化やその他やむをえない事由がある場合、相当な額に変更する事が

あります。その場合は、変更の内容と変更する事由について、事前にご説明します。 

 

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第８条関係） 

    前記（１）､（２）の料金･費用は､１月ごとに計算しご請求します。 

   お支払い方法は基本的には銀行又は郵便局等の金融機関口座からの自動引落とさせ

ていただきます。 

（４）利用の中止等（契約書第６条関係） 

① 契約者が、利用予定日前日１７時までに申し出が無く利用を中止された場合は、

取り消し料として当日の食材料費相当額を、頂戴いたします。 

② 著しい自然災害のほか、降雪、台風等により、サービスを提供しがたい状況が

あるときは、事業所の判断により、営業を中止することがあります。この場合

は当日の朝９時までに契約者もしくはご家族へ電話で連絡いたします。 

 

６．緊急時および事故発生時の対応について 

（１）サービス提供中に契約者の体調、健康状態が急変するなどの緊急事態が生じたとき

は、速やかに医師又は看護職員と連携の上、適切な処置を取ります。 

（２）事故の発生に対する具体的な対応マニュアルに沿って対処するとともに、速やかに

契約者家族へ連絡し、必要に応じて保険者等の関係機関へ連絡をいたします。 

（３）非常災害に関する具体的なマニュアルを策定するとともに、年２回以上避難・救出

その他必要な訓練を行います。 

 

サービス内容 請求単位 ご負担金額 備考 

昼食代 １回 ６８０円  

おやつ代 １回 １００円  

喫茶代 １回 ８０円  

紙パンツ・紙おむつ代 １枚 １５０円  

パット代 １枚 ５０円  

かみそり代 １本 ５０円  

コピー代 １枚 １０円  

領収書の再発行手数料 １枚 １，０００円  

理美容代 要した費用の実費 外部業者委託 

レクリエーションやクラブ活動 要した費用の実費  

その他日常生活上必要となるもの

で契約者に負担させることが適当

と考えられるものに係る費用 

要した費用の実費  

キャンセル料 １回 ７８０円 当日の食材費相当額 

口座引落し料 １回 １１０円 外部業者委託 

（B）1 月の自費負担分概算 （B）           円 

（A）＋（B）＝（C）1 月の利用料概算 （C）           円 
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７．サービス利用にあたっての留意事 

（１）契約者又はその家族は体調の変化があった際には事業所の従業者にご一報下さい。 

（２）事業所内の機械及び器具を利用される際、必ず従業者に声をおかけください。 

（３）事業所内での金銭及び食物などのやり取りはご遠慮ください。 

（４）従業者に対する贈物や飲食のもてなしはお受けできません。 

（５）食品類の持込に関して持ち込まれた食品の管理や衛生面、及びこれに関わる自己（食

中毒等）につきましては責任を負いかねますのでご了承ください。 

 

８．損害賠償について 

（１） 事業所において、あきらかに事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、

事業者は速やかにその損害を補償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とし

ます。但し、事業者は、自己の責めに帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負

いません。 

（２） 感染症における損害賠償責任については、発生防止対策を実施していたにも関わら

ず事業所側に重過失がなく、やむを得ず発生した感染症や感染源と契約者との因果

関係が明確でない場合については事業者は責任を負いません。 

 

９．個人情報の保護について 

（１）事業所を利用するにあたり、契約者及び関係者の個人情報の使用は必要最小限の範

囲内にとどめます。 

（２）利用期間 介護サービス提供に必要な期間及び契約書期間に準じます。 

（３）事業所の利用目的 

① 介護保険における介護認定の申請及び更新、変更のため。 

② 契約者に関わる介護予防計画（ケアプラン）を立案し、円滑にサービス提供さ

れるために実施するサービス担当者会議での情報提供のため。 

③ 医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体（保険

者）、その他社会福祉団体等との連絡調整のため。 

④ 契約者が、医療サービスの利用を希望している場合及び主治医などの意見を求

める必要のある場合。 

⑤ 行政の開催する評価会議、サービス担当者会議等での情報提供のため。 

⑥ 法令に基づく情報提供の照会があった場合 

⑦ その他サービス提供において必要性がある場合 

⑧ 上記以外の緊急時に連絡等が必要な場合 

（４）使用条件 

① 個人情報の提供は必要最小限とし、サービス提供に関わる目的以外決して利用

いたしません。また、契約者とのサービス提供に関わる契約書の締結前からサ

ービス終了後においても第三者に漏らしません。 

② 個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求のあ

る場合は開示いたします。 

③ 個人情報を提供する際には、あらかじめ文章により同意を得ます。 
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１０．秘密保持について 

（１）従業者は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を洩らしま

せん。 

（２）事業所は、利用者及びその家族の秘密を洩らさないため必要な措置を講じます。 

（３）事業所は、従業者であった者が正当な理由なく業務上知り得た利用者及びその家族

の秘密を洩らすことがないよう、必要な措置を講じます。 

 

１１．感染症対策について 

 事業所は、感染症の発生及びまん延等を防止するため、以下の取組を徹底します。 

（１）事業所は、感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開

催します。 

（２）事業所は、感染症対策の指針を整備し、従業者に対して定期的な研修、および訓練

（シミュレーション）を実施します。 

 

１２．業務継続計画の策定等について 

（１）事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護の提

供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置

を講じます。 

（２）事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及

び訓練（シミュレーション）を定期的に実施します。 

（３）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行います。 

 

１３.虐待防止について 

事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じます。 

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に

周知徹底を図ります。 

（２）虐待の防止のための指針を整備します。 

（３）従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。 

（４）虐待を防止するための体制として担当者を設置します。 

（５）事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢

者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速

やかに、市町村に通報します。 
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１４．ハラスメント対策について 

適切な指定通所介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護

職員等の就業規則が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を以下の

通り講じます。 

（１）事業所の方針等の明確化及びその周知・啓発を行います。 

（２）相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓

口をあらかじめ定め、職員に周知します。 

 

１５. ハラスメントの禁止  

（１） ご利用者やご家族等からの職員や事業所等に対する次のようなハラスメント行為

を不信行為とみなします。  

① パワーハラスメント  

１) 身体的暴力(叩く、引っ掻く等、身体的な力を使って職員に危害を及ぼす行為)  

２) 精神的暴力(大声で怒鳴る、理不尽な要求をする等、職員の尊厳や人格を言葉や態度に

よって傷つけたりおとしめたりする行為)  

② セクシュアルハラスメント(職員に対する不必要な体への接触、交際や性的関係の強要、

意に反する性的な誘い掛け、好意的態度の要求、性的な嫌がらせ行為) 

③ カスタマーハラスメント(長時間の拘束、執拗なクレーム、制度上対応できないことの

要求、恫喝や罵声、妥当性を欠く金銭補償の要求等、職員や事業所等に対する著しい

迷惑行為) 

④ その他のあらゆるハラスメント行為  

（２） 職員や事業所が以上の不信行為が行われたと判断する場合は、状況に応じて警察や

弁護士等に相談の上で、契約を解消させていただくことがあります。 

 

１６．身体的拘束の禁止について 

（１）事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的

拘束等」という。）は行いません。 

（２）やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録するものとします。 

（３）従業者に対し、必要な研修等を実施します。 

 

１７．掲示について 

 事業所は、見やすい場所に、この運営規程の概要、通所介護従業者の勤務体制、その他 

の利用申込者のサービス選択に資すると認められる重要事項を掲示、もしくはいつでも閲 

覧できるようにします。また、ウェブサイト上でも閲覧ができるようにします。 
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１８．苦情の受付について（契約書第２３条参照） 

（１）当事業所における苦情やご相談は、以下の専用窓口で受付ます。 

    ○ お客様ご相談窓口担当  主任 岩暢子 

    ○ 苦情解決責任者    施設長 北田恵美子 

     ○ 受付時間       毎週月曜日 ～ 日曜日  ９：３０～１７：００ 

○ ご意見ボックスを事務所前に設置しています。 

    

（２）その他 

  当事業所以外にも居宅介護支援事業所、各区役所、国民健康保険団体連合会等でも苦

情等を受け付けております。   

 ○ みやびのその居宅介護支援事業所        電話：075－645－0777 

 ○ 深草支所保健福祉センター健康長寿推進課    電話：075－642－3876 

 ○ 伏見区役所保健福祉センター健康長寿推進課   電話：075－611－1162 

 ○ 京都府国民健康保険団体連合会         電話：075－354－9090 

 ○ 京都府福祉サービス適正化委員会        電話：075－252－2152 

 ○ 第三者委員 社会福祉法人ミッションからしだね 坂岡 隆司 

                           電話：075－574－2800 

 

１９．第三者評価の実施状況について 

 当事業所は３年に１回、第三者評価を受診しています。 

 直近の訪問調査実施日：令和５年２月１７日 

評価機関名：特定非営利活動法人きょうと介護保険にかかわる会 

 評価結果の開示状況：京都 介護・福祉サービス第三者評価 webサイト 

https://kyoto-hyoka.jp/みやびのそのデイサービスセンター/ 
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                                                 令和  年  月  日  

          

 介護予防型デイサービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いま

した。  

  

         みやびのそのデイサービスセンター 

 説明者     職名   

  

         氏名              印 

 

 私は、本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、サービスの提供を受けるこ

と、およびその利用料を支払うこと、個人情報の使用等に関する同意を含め、介護予防型

デイサービスの提供開始に同意し、重要事項説明書の交付を受け、受領しました。 

  

 契約者      住所    

          

 

氏名             印 

 

 

ご家族又は代理人  住所 □契約者と同じ 

              

 

氏名                     印 

 

 

          契約者との関係 
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写真掲載等の意思確認 
 

当事業所の活動紹介のため、行事やレクリエーションの風景等、ご利用

のご様子を写真に撮らせて頂き、ホームページや機関紙等に掲載させて頂

いておりますが、写真掲載について意思確認をさせて頂きたいと思います。

お手数ですが、下記の希望される項目にレ点を入れて頂きますようお願い

申し上げます。 

 

□ 写真は撮らないでください。 

（但し、状況により写ることもございます。）     

□ 写真を撮っていただいても結構です。 

□ 写真などをホームページ・機関誌等に掲載していただ

いても結構です。 

 

令和  年  月  日 

 

契約者氏名             

 

ご家族氏名            

 

 


